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１ 調査の概要 

(1) 調査箇所 大阪広域水道企業団、大阪城公園、株式会社水みらい広島、広島電

鉄株式会社 

(2) 出席委員 米村委員長、神倉副委員長 

       永田(て)、渡辺(紀)、柳下、杉本、竹内、佐々木(ナ)、市川(よ)、

松長、田村の各委員 

(3) 調 査 日 令和４年11月８日(火)から10日(木) まで 

 

２ 大阪広域水道企業団 

(1) 調査目的 

大阪広域水道企業団は、大阪府営水道を引き継ぐ団体として、平成22年度に大

阪府内の42市町村が共同で設立した一部事務組合（特別地方公共団体）であり、

水道事業の統合に先進的に取り組んできた団体である。 

また、同団体では、環境にやさしい水づくりを目指し、様々な取組を進めてい

る。その中心となる水質管理センターは、様々な水質の問題に対処できるよう、

最新鋭の分析機器を備え、充実した検査体制を整えた施設である。 

本県でも、神奈川県、横浜市、川崎市、横須賀市及び神奈川県内広域水道企業

団の５事業者による連携の取組により、これからの時代にふさわしい水道システ

ムの構築に向けて検討を進めていることから、大阪広域水道企業団における広域

化の先進事例及び広域水道における水質検査体制を調査することにより、本県の

水道事業広域化の取組に関する委員会審査の参考に資する。 

(2) 主な説明事項 

 ア 設立の経緯 

  大阪府域では淀川以外に水量が豊富な大きな河川がないため、市町村単位で

は水道水の確保が困難な時期が続いていた。そのため、昭和26年から大阪府（旧

水道部）が淀川を水源とする用水供給事業を開始し、市町村を通じて水道水を

供給してきた。その後、水需要の増加により、大阪府は高度浄水処理施設の整

備を進め、平成10年以後は３箇所の浄水場から高度浄水処理水を供給した。 

 しかし、近年の水需要の低下により料金収入が減少する一方、老朽化に伴う

施設更新費用の増加やベテラン職員の大量退職による技術継承の課題が発生

するなど、経営環境が厳しくなった。 

 以上のような背景から、市町村との連携強化や広域化による効率的な事業運

営を目指して、大阪市を除く府内42市町村による大阪広域水道企業団が設立さ

れ、平成23年から大阪府の水道用水供給事業と工業用水道事業を承継して事業

が開始された。 

  イ 水質管理の広域化 

 (ｱ) 大阪広域水道企業団の水質管理 

   水道用水供給事業の水質管理として、淀川水系13地点、琵琶湖５地点に
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おいて水源水質監視を行っており、金属やかび臭物質、農薬等の水質項目

を定期的に監視している。この監視は淀川水質協議会の構成９団体により

共同監視している。 

   浄水場内の水質管理としては、ここ村野浄水場を含め３箇所の浄水場に

おいて、オゾン・粒状活性炭等による高度浄水処理を中心に、原水から処

理工程水を経て浄水までの行程の水質管理を行っている。 

   送水においても、42市町村の広域に渡って水質基準適合判定地点15地点、

水質定期監視地点38地点、水質モニター設定地点32地点及び追加塩素注入

地点３地点を設置して水質管理を行っている。 

 (ｲ) 河南水質管理ステーション（河南ＳＴ） 

   大阪府河南地域10市町村（松原市、富田林市、羽曳野市等）の水質検査

及び水質管理全般を共同で実施する拠点として、10市町村合意の下、平成

25年に設置された。 

   設立の目的として、河南地域全体の水質管理レベルの維持及び向上、水

質系職員の安定した確保と技術の継承、水質事故等緊急時の迅速な対応、

高額な分析機器の集約及び効率的な更新が挙げられる。 

   また運営については、河南ＳＴ協議会を設置して協議している。運営自

体は企業団で行い、費用は各水道事業体で負担している。 

 (ｳ) 市町村水道水質共同検査 

   大阪市を除く府内42の市町村水道事業体の水質検査等を共同で行う事業

で、平成５年から開始され、大阪広域水道企業団が設立されてからは、同

企業団が水質検査を実施している。 

   共同検査はここ村野浄水場内の水質管理センターで行っており、体制と

しては、人員11名、検査項目は水質基準51項目ほか、検査対象は給水栓水、

原水ほかである。 

   水質管理センターでの主な業務は、最新の水質モニター（24時間連続自

動測定器）の設置により、色・濁り・消毒の残留効果を分析し、24時間モ

ニタリングを行うほか、検体の水質検査及び水質検査成績書の発行、水質

管理に関する相談対応、市町村に寄せられる問合せ対応としての異物試験

等、浄水処理や水質検査等に関する研修の開催を行っている。広域でこれ

らのことを行っており、高額な機器等の費用負担の低減化、技術者の確保

及び集約、府域全体の検査業務の効率化に貢献している。 

 (3) 主な質疑応答 

    質 疑  今後の大阪府における水道広域化を進めるに当たって、何か基本

計画のようなものを策定しているか。 

応 答  おおさか水道ビジョンという水道整備に関する基本構想を平成24

年に策定している。これは概ね20年後の府域一水道を目指して、短

期的には業務の共同化を進めながら、中長期的には企業団を核とし
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た府域水道のさらなる広域化を推進し、経営の一体化や事業統合を

進めるものである。 

    質 疑  企業団の構成団体は大阪市を除く府内42市町村とのことだが、先

ほどの説明では、大阪市と大阪府で水道事業の連携や統合を協議し

たとのことであった。今、大阪市が入っていないいきさつはどのよ

うなものか。 

応 答  大阪市も企業団の構成団体に統合する予定で協議を進めていたが、

当時の大阪市議会で否決されたといういきさつがある。そのため、

大阪市を含めて統合するという動きは、現在はほぼ止まっている。 

    質 疑  動きは止まっているが、大阪市と統合するというビジョンは捨て

ていないという認識でよいか。 

応 答  大阪市と一つになるというビジョンに変わりはない。大阪市の水

道事業体にも参加していただいて、統合の話は進めている。 

    質 疑  大阪市議会が統合に反対した理由は何か。 

応 答  大阪市民の資産である水道施設を無償譲渡してよいのか、あるい

は、統合されたら水道料金が高くなる懸念があるなど、大阪市民に

メリットがないという理由で否決された。大阪市は全国でも水道が

安い自治体であり、統合することで値上がりするのではないかとい

う懸念があったと伺っている。 

    質 疑  河南水質管理ステーションは比較的新しい施設とのことだが、設

立によりどのような広域的な効果があるか。 

応 答  先ほどの説明でも申し上げたように、市町村が個々に行っていた

高額な検査機器の更新が削減されたこと、河南地域全体の水質管理

レベルが市町村の差がなく上昇したことなどがある。 

(※ 上記以外の質疑は、現地見学中に随時行われた。) 
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(4) 調査結果 

   大阪広域水道企業団では、大阪市以外の府内42市町村が構成団体になるという

広域化により、業務の共同化を進めながら、施設更新費用の増加や職員の退職に

よる技術継承の課題に対応する取組を行っていた。特に、市町村の水道水質検査

を共同化することで、高額機器等の費用負担の低減、技術者の確保及び集約、府

域全体の検査業務の効率化に貢献していた。また、最新の24時間連続自動測定器

の設置による水質の24時間のモニタリングを行っていた。さらに、大阪市との統

合というビジョンも継続しており、府域一水道を目指していた。 

   以上のように、大阪広域水道企業団における広域化の先進事例及び広域水道に

おける水質検査体制を調査することにより、本県の水道事業広域化の取組に関す

る委員会審査の参考に資することができた。 

 

３ 大阪城公園 

(1) 調査目的 

大阪城公園は大阪市立の都市公園であり、公園内には天守閣をはじめとする文

化財を多数有し、国内外から多くの観光客が訪れるとともに、梅林や庭園などの

緑があふれ、音楽やスポーツも楽しめることから、市民の憩いの場としても親し

まれている。 

また、同公園は、(株)電通関西支社をはじめ５者の企業体である大阪城パーク

マネジメント共同事業体が、指定管理者として2015年から20年間を管理すること

となっているが、現時点まで同指定管理者が取り組んだ公園内の集客施設の整備

やイベント・エンターテイメントの取組により、通常の市内の都市公園から、世

界から注目される一大観光拠点に変貌した。 

本県でも、県立都市公園において指定管理制度を導入し、多様化する住民ニー

ズに効果的、効率的に対応するための取組を進めていることから、大阪城公園に

おける取組を調査することにより、本県の県立都市公園に関する委員会審査の参

考に資する。 

(2) 主な説明事項 

 ア 大阪城パークマネジメント事業 

  大阪府と大阪市共通の戦略事業として、2012年に大阪都市魅力創造戦略が策

定され、大阪城公園が重点エリアの一つに位置づけられた。大阪城公園を世界

的な観光拠点とし、それにふさわしいサービスの提供や新たな魅力の創造を図

るため、民が主役となり、行政はサポート役という考えの下、民間主体の事業

者が公園全体を一体管理するＰＭＯ（Ｐａｒｋ Ｍａｎａｇｅｍｅｎｔ 

Ｏｒｇａｎｉｚａｔｉｏｎ）事業を導入した。 

 大阪城パークマネジメント事業は日本初の民間事業者による大型パーク・マ

ネジメント事業である。取組の特徴としては、公園の指定管理者としてだけで

なく、大阪城公園の観光拠点化に向けて、既存未利用施設の活用や新たな魅力



6  

ある施設整備の実施、民間事業者のアイデアや幅広いネットワークを生かした

利用者サービスの向上、大阪市からの代行料に頼らずに一体的マネジメントに

より維持管理するということ等が挙げられる。 

 イ 共同事業体 

  指定管理者である大阪城パークマネジメント共同事業体は、５者で構成され

る大阪城パークマネジメント(株)が代表者となっている。各社の役割は次のと

おりである。 

(ｱ) 大和ハウス工業(株) 

  公園全体の運営管理、共同事業体のマネジメント、駐車場運営 

(ｲ) 讀賣テレビ放送(株) 

  天守閣をはじめとする各施設の集客事業、イベント企画・運営 

(ｳ) (株)電通 関西支社 

  国内外観光客の集客戦略の策定と営業活動、各種イベント企画 

(ｴ) (株)ＮＴＴファシリティーズ 

  公園施設の維持管理全般（施設管理、電気設備、清掃、警備） 

(ｵ) 大和リース(株) 

  公園内の緑地管理全般（石垣・濠を含む）、リース事業 

 ウ 主な魅力向上事業 

  既存施設を活用した事業として、公園内にあった８箇所の売店をパークロー

ソンとしてリニューアルオープンすることによる利便性の向上や都会的雰囲

気の演出、大阪迎賓館を予約制レストランとしてオープンすることによる世界

の来賓を対象とした歓迎会の開催、大阪市博物館を改修しミライザ大阪城とし

てオープンすることによるショップとレストラン施設の増強がある。 

  また一方、新たに整備した施設は、飲食店を中心に物販、シャワーなどラン

ナーサポート施設を備えたジョー・テラス・オオサカ、スターバックスやボー

ネルンド（児童遊戯施設）、ボタニカルショーケース（公園内の代表的樹木を

集約したエリア）が集まる森ノ宮噴水エリア、３つのホールから成る劇場型文

化集客施設であるＣＯＯＬＪＡＰＡＮ ＰＡＲＫ ＯＳＡＫＡ、観光バスの大

渋滞を解消させる駐車場がある。 

  回遊性の向上としては、エレクトリックカーという電気自動車のミニバス及

びロードトレインという３両の客車を先頭の機関車に似せた車で牽引する乗

り物の導入がある。 

  最後にこれまで行ってきた新たなイベントとして、御座船による大阪城の濠

の周遊、大阪城の櫓内部特別公開、西の丸庭園から天守閣を巡るリアル謎解き

ゲーム、公園内でバーベキューをする大阪城和ーべきゅう、夜桜が見られる西

の丸庭園観桜ナイター、合計で19万５千人が来場した餃子フェスＯＳＡＫＡ

2022などがある。 

 エ 魅力向上事業による効果 
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  以上の魅力向上事業の取組による集客効果は、天守閣入場者では、2011年度

の約120万人から、2017年度には過去最高の275万人となり、日本全国の城で１

位となった。2020年度は新型コロナの影響により10分の１以下の約24万人とな

り、その影響は続いているが、今年度は86万人という計画を立てて取り組んで

いる。 

(3) 主な質疑応答 

    質 疑  天守閣を中心に魅力向上に取り組んでいると思うが、大阪城公園

は敷地面積がかなり広いため、説明を伺って、天守閣以外の場所の

魅力向上にかなり注力されていると思われた。その魅力向上の主な

観点はどのような点か。 

応 答  天守閣以外の施設を魅力あるものにすることが第一であるが、そ

れらを回遊してもらうという観点からのループバス等の整備、リピ

ーターとして何度も来場してもらうための各種イベントの開催、そ

して外国人観光客を呼び込むための観光案内の強化という点などが

ある。 

    質 疑  代表者は大阪城パークマネジメント(株)だが、出資する５者には

配当などがあるのか。 

応 答  コロナ禍のため2020年度以後、配当がない状況だが、2015年度の

設立以後、利益による配当はできていた。 

    質 疑  そうそうたる企業の皆様がタッグを組むことで、このように大変

魅力ある公園になったのだと思う。そのような中で、条例や法令等

がハードルとなったことはあるか。 

    応 答  一番やりたかったことは天守閣入場料の値上げであったが、大阪

市からは指定管理者の条例を変えなければいけないが、変えられな

いとの回答を頂き、できなかった。また、入場券売り場を天守閣の

前に造りたかったが、大阪市からは、都市公園として誰でも天守閣

の前まで行くことができる必要があるとの回答であったため、天守

閣から離れた場所に造らざるを得なかったという点である。 

    質 疑  私たちの県にも小田原城址公園があり、コロナ禍前には天守閣の

入場者数が約78万人と過去最高を記録したことがある。都市公園と

して大阪城公園とは規模が異なるが、ＰＭＯ事業を始めたことで、

天守閣以外でも入場者数は増えたと実感しているか。 

応 答  先ほど述べたとおり、天守閣の入場者数が2017年度に2011年度の

倍以上に増加したが、天守閣は箱物のため、これ以上の増加には限

界があると考えている。そのため都市公園全体の魅力向上に努めて

いる。公園全体の正確な入場者数を計る方法はないが、ミライザ大

阪城をはじめ、公園全体の集客は非常に増えていると実感している。 

(※ 上記以外の質疑は、現地見学中に随時行われた。) 
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 (4) 調査結果 

   大阪城公園では、民間主体の事業者が公園全体を一体管理するＰＭＯ事業を

導入し、民間事業者のアイデアや幅広いネットワークを生かした利用者サービス

の向上により、大阪市博物館の改修によるショップ・レストラン複合施設のオー

プンや公園内バーベキューの開催など、民間主体でしか行えないような施設の活

用やイベント開催に取り組んでいた。特に、天守閣だけではなく、公園全体の施

設整備や回遊性の向上に取り組むことで、入場者数の大幅な増加という成果を上

げていた。 

以上のように、大阪城公園のパークマネジメント共同事業体による指定管理者

が取り組んだ公園内の集客施設の整備やイベント等を調査することにより、本県

の県立都市公園に関する委員会審査の参考に資することができた。 

 

４ 株式会社水みらい広島 

(1) 調査目的 

(株)水みらい広島は、水ing（スイング）(株)（東京都港区）と広島県の共同

出資による日本初の民間主体の官民連携水道事業会社で、平成24年10月１日に開

設され、現在は呉市も出資している。昨今の日本国内の水道事業では、人口減少

に伴う水需要の減少、設備の老朽化と更新費の増加など、様々な経営課題がある

中、同社は、公と民がそれぞれの得意分野を生かし、安全・安心で、良質な水の

安定供給を基本に、県営水道事業の運営基盤の強化、市町水道事業の管理の一元

化を進め、県営水道事業の新たな運営体制の一翼を担っている。 

本県でも、企業庁において、公民連携モデルの構築に向けた取組として箱根地

区における水道業務を民間企業に包括委託するなど、同様の取組を進めているこ

とから、(株)水みらい広島における先進事例及び官民連携による水道事業の取組

を調査することにより、本県の水道事業に関する委員会審査の参考に資する。 

(2) 主な説明事項 

 ア 設立の経緯 

  水道事業に関して、近年我が国が抱える課題として、水需要の低下による収

益の減少、設備の老朽化、技術者の減少と技術力の低下といったものがある。 
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  そのような状況の中、広島県では、広島県営水道ビジョン及び広島県営水道

経営プランを策定し、経営基盤の強化を最優先の課題に掲げて水ビジネスの推

進に取り組んだ。また、平成22年には、県、受水団体及び民間企業による水道

事業に係る公公民連携勉強会を立ち上げ、その報告書において、公民連携の範

囲をどこまで広げるかがポイントとなった。 

  その後、県職員の技術力の低下を防ぐとともに、県が適切にモニタリングで

きるようにするため、民間主導型の公民共同企業体を設立することとなり、平

成24年に、水ｉｎｇ(株)と広島県（企業局）が共同出資し、(株)水みらい広島

が設立された。平成31年３月からは呉市（上下水道局）からの出資も加わった。 

 イ 出資構成及び組織体制 

  令和４年４月時点での出資比率は、水ｉｎｇ(株)が62％、広島県が35％、呉

市が３％となっている。 

  組織については、常勤役員３名、従業員195名である。従業員195名の内訳

は、県及び市から７名、水ｉｎｇほかから32名、プロパー職員156名である。 

 ウ 指定管理業務等 

  広島県は、指定管理者制度の導入のため、広島県工業用水道の料金その他の

供給条件に関する条例、広島県水道用水供給水道の料金その他の供給条件に関

する条例を県議会の議決を経て改正し、また、西部水道に係る５年間の指定管

理料の28億8,750万円についても議決を得た。その後、県が西部水道を非公募

施設とし、審査委員会の審査の後、(株)水みらい広島が指定管理者として選定

された。 

  令和４年現在での指定管理業務は、この広島西部地域水道用水供給水道事業

のほか、沼田川工業用水道事業、沼田川水道用水供給水道事業を行っている。 

  これら指定管理業務のほか、広島県内各市町の浄水場等運転・維持管理業務、

水道施設維持管理業務等を行っている。 

 エ 設立後の取組 

  官民の強みを融合し、民間の創意工夫による業務効率化を目指し、次の業務

に取り組んでいる。 

(ｱ) 雇用促進・技術継承 

  地元プロパー職員の雇用を推進し、地域経済へ貢献している。従業員の民

の比率は80％であり、研修やＯＪＴにより、公から民への技術継承を行って

いる。 

(ｲ) ＩＣＴ・ＩｏＴ活用 

  業務効率化とサービス水準を向上するとともに、現場と本部及び関係者で

事故情報を共有したり、遠隔監視設備など、デジタル技術の研究開発を推進

している。 

(ｳ) 新規事業推進 

  育んだ技術やサービスを、アセットマネジメント関連サービス（設備調査、
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台帳整備、管洗浄・配水池点検のセット）、ＩＣＴ・デジタルサービス（タブ

レットによる点検、水質情報管理の提供）を新規事業として官民へ提供して

いる。 

(ｴ) 災害対応 

   平成30年７月豪雨災害の際には、県・市町との連携の下、民ならではのス

ピード感で被災直後から大規模な応援人数を確保し、復旧・応援給水等に対

応した。 

(3) 主な質疑応答 

    質 疑  (株)水みらい広島は日本初の官民連携企業とのことだが、どのよ

うなメリットがあると考えているか。 

応 答  例えば水道事業について、全て県がやったり、あるいは全て民に

委託するのではなく、民と官の強みを持続できるところがメリット

だと考えている。県としては職員の技術を継承できるという点、ま

た民としては、民ならではの創意工夫を生かせるという点がある。

ただ、出資比率を見ても分かるように民が65％なので、民間主導で

あることは明確である。 

    質 疑  出資企業の水ｉｎｇ(株)は、以前は委託を受けて広島県の水道施

設の管理などをしたとのことだが、(株)水みらい広島になってから

変わった点は何か。 

  応 答  (株)水みらい広島が設立されてからは、維持管理のみならず事業

全体を行うようになった。水みらいになって、委託とは異なり、我々

民の意思が反映されるようになった点が大きい。当時、広島県の知

事が変わって、民間にもっと事業をやってもらおうという考えにな

ったと伺っている。 

    質 疑  今後、入札等で他の会社が県の事業を行うこともあり得るのか。 

  応 答  広島県が出資しているとはいえ、全ての業務を取れるとは考えて

いない。ただ、施設の維持管理については、これまでの実績により、

私たちの会社が有利な面があると思う。 

    質 疑  京都市の水道施設の維持管理も行っているとのことだが、どのよ

うにしているのか。 

  応 答  京都市の水道施設の維持管理を、尾道市の施設から遠隔管理して

いる。入札の際にそのような管理でよいか京都市に確認したところ、

今はそういう時代だからよいとの回答だった。京都市には２名だけ

スタッフがいるが、京都に協力会社もあるので、緊急対応できるよ

うにしている。 
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(4) 調査結果 

   (株)水みらい広島では、地元職員の雇用を推進して公から民への技術継承を行

い、また、最先端のデジタル技術の研究開発を推進するなど、官民の強みを融合

するとともに、民間の創意工夫による業務効率化を目指していた。特にＩＣＴ・Ｉ

ｏＴ活用の面では、遠隔操作による水道施設の管理を行うなど、民間としての技

術を生かした取組を行っていた。 

   また、地元プロパー職員の雇用を推進して地域経済へ貢献するとともに、研修

やＯＪＴにより、公から民への技術継承を積極的に行っていた。 

   以上のように、(株)水みらい広島における先進事例及び官民連携による水道事

業の取組を調査することにより、本県の水道事業に関する委員会審査の参考に資

することができた。 

 

５ 広島電鉄株式会社 

(1) 調査目的 

広島県では、「誰もが集える、にぎわいの交流のまち」となることを目指し、

都心の公共交通について、往来しやすく回遊できる路面電車のＬＲＴ化など、公

共交通の利便性の向上やユニバーサルデザインの推進に取り組んでいる。特に広

島電鉄(株)において運営されているＬＲＴは、乗降の容易性、定時性、速達性及

び快適性などの面で優れた特徴を有する次世代の交通システムである。 

本県でも、かながわ交通計画を策定し、都市交通におけるユニバーサルデザイ

ンの推進等、都市交通施策を進めていることから、広島電鉄(株)におけるＬＲＴ

導入の取組について調査することにより、本県の都市交通の整備に関する委員会

審査の参考に資する。 

(2) 主な説明事項 

 ア 広島電鉄(株)の概要 

(ｱ) 主な事業内容 

  鉄軌道事業では、鉄道として広電西広島から広電宮島口間16.1km、軌道い

わゆる路面電車として、市内８系統合計35.1kmである。車両保有数は、単車

路線74両（うち超低床車両18両）、２両以上の連接車63編成（うち超低床車両
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29編成）である。 

  また、バス、高速乗合バス、空港リムジンバス等としての自動車事業は、

営業キロ合計が1,327.6kmであり、車両保有数は525両である。 

  ビル賃貸や観光商業施設及び不動産開発等の不動産事業も行っている。   

(ｲ) 営業収入と旅客輸送人員 

  電車部門は約49億円、年間乗車3,980万人で、うち軌道部門が約71％を占め

ている。電車部門の会社全体に占める営業収益の割合は25.8％である。 

  自動車部門は約74億円、年間乗車2,940万人で、会社全体に占める割合は

38.9％である。 

  不動産部門は、約67億円、全体の35.3％である。 

(ｳ) 営業収入と旅客輸送人員 

  電車部門は約49億円、年間乗車3,980万人で、うち軌道部門が約71％を占め

ている。電車部門の会社全体に占める営業収益の割合は25.8％である。 

 イ ＬＲＴ導入の取組 

(ｱ) ＬＲＴ車両の導入 

  ＬＲＴ（Ｌｉｇｈｔ Ｒａｉｌ Ｔｒａｎｓｉｔ）は、従来の路面電車の走

行環境・車両等をグレードアップさせたもので、人や環境に優しく経済性に優

れた公共交通システムである。広島電鉄(株)では、1980年からは新型車両の導

入を積極的に進めて車両の近代化を図り、1999年以後は、車両のバリアフリー

化促進のため、いわゆるＬＲＴに区分される超低床車両の導入を進めている。 

  超低床車両の例として、2019年に営業運転を開始した5200形がある。５両編

成、全体の車両長30ｍ、定員151名、座席数58席、車両価格３億８千万円であ

り、現在７編成導入している。車内の案内表示は多言語対応表記を採用し、増

加するインバウンド利用客に対応している。 

(ｲ) 交通結節点の整備 

  ＬＲＴによるバリアフリーのためには、交通結節点となる駅及び電停の整備

が重要となる。例として、2003年の横川駅電停整備では、ＪＲ横川駅から離れ

ていた電停を駅前広場内へ移設し、駅・電停整備における、客を歩かせない、

濡らさない、待たさないという基本理念を実現した。また、電停とバス停の一

体的な整備の例として、2006年の廿日市市役所前駅整備においては、電停ホー

ムとバス停を一体化し、乗継ぎの利便性向上及び駅施設のバリアフリー化を図

った。 

(ｳ) ＬＲＴのシステム化に向けた取組 

  新たな乗換モデル電停の整備の例として、2018年に広電本社前の電停をバリ

アフリー化するとともに、空調付き待合所や大型液晶表示器を設置するなど、

従来の電停の枠に捉われない整備を実施した。また2008年には、どのくらいの

時間で電車が来るかが分かるロケーションシステムの高度化を行い、到着時間、

電車の種類、英語表記を表示するようにした。 
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(3) 主な質疑応答 

    質 疑  ＬＲＴというとヨーロッパが発達していると思うが、ヨーロッパ

のＬＲＴとの違いはどのような点か。 

応 答  ヨーロッパのＬＲＴは、編成長が長く、超低床の車両でホームと

の段差がほぼない、道路上でもほかの交通手段とスムーズに連携す

る、運賃の支払いがスムーズである等、日本のＬＲＴよりさらに洗

練されている。 

    質 疑  ＬＲＴなど、自動車と並走する路面電車のメリットはどのような

ところ考えているか。 

応 答  同じくＬＲＴを運用している富山でデータを取っているが、観光

客の市内での回遊性が上がり、観光客一人当たりの消費金額が高く

なる傾向にあるという結果が出ている。今後、先程申し上げたよう

に、バスとの連携など、さらに回遊性を高める取組を進めたい。広

島電鉄(株)としては、ＬＲＴで都市機能を発展させていくという観

点で取り組んでいく。 

    質 疑  昔は大阪や京都でも路面電車が走っていたと思うが、広島で路面

電車が残った理由はどう考えているか。 

応 答  高度経済成長期のモータリゼーションの中、路面電車が渋滞の原

因になるとして、各地で廃止されていった。広島は道路幅も広く、

当時の警察行政も残す方向であったため、大阪や京都から安価に車

体を手に入れることができた。 

質 疑  超低床車両だけでなく、古い車両も活用しつづけている理由は何

か。 

応 答  やはり観光資源であるという理由で活用している。観光客からの

収益は約３割で、７割は地元の方々からの収益である。ただし、地

元の方々、例えばベビーカーを使用しているお母さんにとっては超

低床車両のほうが明らかに便利であるから、観光地としてのジレン

マはある。 

(※ 上記以外の質疑は、現地見学中に随時行われた。) 
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(4) 調査結果 

   広島電鉄(株)では、ＬＲＴの超低床車両の導入を積極的に進めるとともに、交

通結節点となる電停・駅の整備を進め、ＬＲＴによるバリアフリー化に取り組ん

でいた。また、ＬＲＴによる観光客の回遊性の向上に取り組み、ＬＲＴで都市機

能を発展させていくという観点で取り組んでいた。 

   以上のように、広島電鉄(株)におけるＬＲＴ導入の取組について調査すること

により、本県の都市交通の整備に関する委員会審査の参考に資することができた。 
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